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研究成果の概要（和文）： わが国在住の外国人による人口減少国日本への具体的貢献の方法や

程度は、彼らの国籍、在留資格などに応じて多様であるうえ、国内での地域差も大きい。しか

も、外国人は多岐にわたる職業に従事しており、現代日本に対する彼らの貢献は必ずしも顕著

とは言えない。また、外国人女性や国際結婚カップル女性による出生率は、日本人女性の出生

率と同程度か、より低い水準にある。一部の地方自治体による地道な支援施策が注目される一

方、国による社会統合策は不十分であり前進が望まれる。 

 

 

研究成果の概要（英文）：The type and degree of contributions made by foreigners in Japan, 

a country that has started to show population decline, vary with their nationality and 

status-of-residence, and regional differences in this regard are not small. Since foreigners 

are engaged in a variety of occupations, such contributions in contemporary Japan are not 

necessarily conspicuous. The fertility of foreign women and women within international 

marriages is nearly equal to, or even lower than, that of Japanese women. The adoption of 

reliable support measures for foreigners by some of the local municipalities deserves our 

attention, while the social integration policies of the national government are insufficient 

and should be improved. 

 
 

交付決定額 

                                 （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2009 年度 10,700,000 3,210,000 13,910,000 

2010 年度 8,800,000 2,640,000 11,440,000 

2011 年度 9,300,000 2,790,000 12,090,000 

2012 年度 6,500,000 1,950,000 8,450,000 

総 計 35,300,000 10,590,000 45,890,000 

 

 

研究分野：人文学 

科研費の分科・細目：人文地理学、人文地理学 

キーワード：外国人、人口減少、定住、地図、GIS、個票データ、職業達成、社会的統合 

機関番号：14301 

研究種目：基盤研究（A） 

研究期間：2009～2012   

課題番号：21242032  

研究課題名（和文） 現代日本の人口減少問題に対する外国人定住化の貢献に関する研究                     

研究課題名（英文） Contribution of Japan’s international migrants in times of  

population decline 

研究代表者 

石川 義孝（ISHIKAWA YOSHITAKA） 

京都大学・大学院文学研究科・教授 

 研究者番号：30115787
 

 



2 

 

 
１. 研究開始当初の背景 

 

わが国の総人口は、2009 年から減少に転

じた。1970 年代中期から出生率の低下が進

行し、長期間にわたって置換水準を大きく割

り込んでいるからである。国立社会保障・人

口問題研究所による長期の人口推計によれ

ば、今後の人口減少は、年ごとに厳しさを増

し、2050 年までに総人口が１億人を切る、

と予想されている。これを受け、近年のわが

国では、人口減少をキーワードに掲げる研究

や著作の刊行が相次いでいる。とりわけ、人

口減少が労働力不足となってあらわれると

いう論調が目立つ一方、日本国内の地域差に

周到な注意を払う既往研究は少なかった。 

日本への外国人流入は、1980 年代後半の

バブル経済期に活発化した。景気が後退局面

にはいった 1990 年代初頭以降も、この流入

がやむことはなく、外国人の定住化が進んで

いる。これを受け、1990 年代中期から社会

学者を中心に、居住・生活・教育・医療など、

定住の諸側面に関する研究が出始めるよう

になり、今日までに多くの成果がある。しか

し、こうした既存研究は、社会学的視角から

進められることが多く、特定の対象地域にお

ける面接やアンケート調査を踏まえた、小規

模サンプルによる研究がほとんどであり、日

本国内の地域差を念頭に置くという地理学

的視角が欠落していた。 

他方、地理学分野におけるわが国在留外国

人に関する研究は、分布や移動あるいは就労

に力点を置くものが多く、人口減という問題

に対する外国人の貢献に焦点を置いた成果

は、きわめて乏しかった。こうした問題点の

ために、定住外国人に関する既往研究は、大

きな地域差を示しつつ現前に横たわってい

る人口減少問題の解決ないしは軽減に、いか

に貢献するか、という課題に対し、ほとんど

役だっていなかった。本計画は、多様な地域

差をもちつつ展開している人口減少問題に

対し、外国人定住化がいかに貢献しているか

を具体的に解明し、さらにその成果を政策提

言にいかすことをめざした。 

 

２．研究の目的 

 

(1)第一は、日本在留外国人に関する地図帳の

作成である。外国人に関する主要統計資料と

しては、国勢調査、在留外国人統計、出入国

管理統計年報、人口動態統計、などがある。

しかし、これらの諸統計におけるデータ表章

のしかたや得られる空間的スケール、さらに、

デジタル・データの入手の可能性が、それぞ

れ異なっているため、わが国在留外国人に関

する全体的な俯瞰が、必ずしも簡単ではなか

った。しかし、本計画では、これらの諸統計

に記載されている外国人関係のデータを、都

道府県別、市区町村別、さらに町丁・字等別

といった異なる空間スケールごとに統合す

るデータベースを作成する。それを地理情報

システム(GIS)を用いて、一連の地図化作業

を進める。こうして明らかになった成果をま

とめた『在留外国人地図帳』（仮題）を刊行

する。 

(2)第二の目的は、外国人定住に関する周到な

文献レビューと、それを踏まえた面接および

アンケート調査を通じて、どのような条件が

外国人の転入や出生を促し、どのような条件

が転出を抑えるのか、を明らかにすることで

ある。具体的に焦点をあてるのは、住居・教

育・配偶関係などの実情や、省庁・地方自治

体や NPO/NGO による外国人支援策である。

こうした考察を通じて、外国人の定住が順調

に進行しているのか否かを検討し、現代日本

における人口減少という重要な問題に対す

る貢献を検討する。 
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３. 研究の方法 

 

(1)地図帳の作成：国勢調査、在留外国人統計、

人口動態統計などの公的統計に掲載されて

いる外国人関連データを用いて、わが国在住

外国人に関する地図帳を刊行する。 

(2)定住外国人の調査：ブラジル、フィリピン、

トルコをはじめとする諸国籍の外国人の日

本における定住の現状に関する調査を通じ、

定住化をめぐる問題点を明らかにする。 

(3)外国人の出生力の分析：低出生率が継続し

ている日本への貢献を検討するため、外国人

女性の出生力の分析を進め、日本人女性との

比較を行う。 

(4)外国人子弟の教育の調査：日本における社

会上昇の重要な条件となる外国人子弟の教

育の現状と問題点を明らかにする。  

(5)外国人の社会移動の分析：日本社会におけ

る定住の重要な関心事となる、外国人の社会

移動、具体的にはホワイトカラーへの達成状

況に関し、国勢調査の個票データを用いた分

析を行う。 

(6)外国人支援策の調査：定住化しつつある外

国人を対象として、政府や地方自治体、およ

び民間団体や NGO による支援策の調査を進

める。 

(7)帰化人口の分析：定住化の重要な帰結の一

つである帰化に注目し、官報を主な資料とし

て、データが入手可能な長期間にわたる分析

を実施する。 

 

４. 研究成果 

 

研究成果は多岐にわたるが、主な点として

は以下の成果を指摘できる。 

(1)日本における外国人の定住の現状に関す

る調査や分析を通じ、定住化の現状と問題点

を多面的に明らかにした。彼らの国籍によっ

て事情は大きく異なるが、例えば、ブラジル

人に関しては、2008 年以降の不況に対する

脆弱性や子供の教育問題が、トルコ人に関し

ては、イスラム教という宗教的基盤に基づく

アイデンティティの確保が、それぞれ、定住

のための重要な課題になっている。 

(2)外国人女性の出生力は日本人女性より、概

して低い。外国人女性の出生率上昇には、外

国人に対する社会的統合や入国管理をめぐ

る政策や、出産・育児に対する政策の転換が

必要である。 

(3)外国人の子供の教育は、日本における社会

階層の上昇の重要な条件であるにもかかわ

らず、不十分であり、地元の自治体の支援を

受けているケースが少なくない。外国人の社

会移動、とりわけ管理職や専門技術職への職

業達成は、彼らの国籍ごとに違いが見られる

とともに、教育水準とも深く関係している。 

(4)近年徐々に前進してきたとはいえ、わが国

政府による外国人の社会的統合に関する政

策は、十分とはいえず、それが外国人定住を

めぐる大きな問題点となっている。この不備

を補うべく、地方自治体や市民活動グループ

が独自に、各種の地道な支援を継続している

ことは、高く評価される。 

(5)2009～2012 年度の期間全体にわたる研究

成果の詳細は、現在刊行準備を進めている、

英文図書“Contribution of Japan’s 

International Migrants in Times of 

Population Decline”（仮題）で、明らかにす

る予定である。 
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